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農業農村情報社会基盤システ
ムAgri g-contentsの構想

山田康晴（農工研）

農業分野で情報研究はネタが無いのか？

• 「GIS、R/Sはネタが出尽くして、研究要素が無
い」と言う人がいる。下請けに丸投げしているよ
うな研究者は、そのようなことを言いがちである
が、情報処理、センサ理論ともに大発展しており、
むしろ研究ネタは非常に多い。「農業分野の情
報研究者」が、農業分野固有の情報工学的な問
題（産業研究としての課題など）を発掘できない
のが問題ではないか。
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農業分野で情報研究とは
何があるのか？

• 水産の例
カツオ漁船の漁労長が、アメリカの海水位の衛星デー
タで、海水面が高いところに魚群がいることを知る。暖
流のホットスポットには、プランクトンや小魚が多いので、
カツオはそれを転々と旅することが研究で判明。漁船に
は衛星からのデータ受信、地上からの漁業情報サービ
スを受けて、漁をしている。

・農業では？
例えば、位置情報付きのデータを、ネット（情報空間）で
流通させることにより、農業上の各種サービスを提供可
能。
最新情報技術を農業分野に応用するために必要とな
る固有の問題として産業研究や、規格制定のための研
究。あるいは、情報空間上で、農業分野の各種パラメタ
をハンドリングする手法開発。

新しい情報技術、ネット技術、その他

• 色、におい、味、触感などをネット越しに
体感できる3Dバーチャルシステム開発

• 次世代インターネット規格
• ユビキタス規格？
• Precision farming等
• ポストハーベスト
• 機能性食品開発
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海外事例

• Internetは、韓国、シンガポールが先行。日本は
必ずしもネット先進国ではない。

• 共産圏などでは、政治上、宗教上の問題からイ
ンターネットの利用に制限を設けている場合が多
い。

• アメリカでもコンテンツに関して規制がある。
• ロシアにもインターネット・カフェがあるし、マクド
ナルド・ハンバーガーがある。

• インドは、英語を武器に世界のソフトウエア産業、
ソフトウエアサービスの中心。

• 東アジア、東南アジアでの違法コピーの問題（知
的所有権問題）

海外事例２

• 開発途上国で大陸で地続きで他国と国境を
接している国は、防衛上の問題から、GISや
R/S技術の民生利用も進んでいるので、日
本はこの分野で後進国である。

• ロシアでも現在は詳細な地図帳を販売して
いる。

• 航空写真は、インドネシア、タイなど国軍が
管理していて、一般に入手しにくいので、高
解像度衛星（Quichbird, IKONOS）の利用
が考えられる。
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海外農業の将来

• アジアでの生産
• アジアの平均所得水準の向上
• 東南アジアのラオス、ベトナム、中国雲南あたりの農業開発
適地

• 中国、インドの所得向上と食肉などの食品嗜好遷移
• 経済開発と公害問題
• 開発余地のある微生物利用資源、遺伝資源

農業情勢１

• 農産物国際化の流れ 貿易と食品安全

• 疫病（鳥インフルエンザ、口蹄疫、狂牛病等）などの安
全対策、国際生産履歴管理、流通管理

• 中国元の切り上げ？ と農産物価格

• 温暖化などの気象変動と農産物価格
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農業情勢２

• 日本農業の担い手
• 本当に人手不足なのか？

• 定年帰農の功罪

• 労働力としての国際出稼ぎ

• 企業的経営主体は悪か？

• 少子化社会での日本農業

衛星打ち上げ予定

• 日本は情報収集衛星のデータを災害時などに解放す
れば、高解像度データが得られる。

• 今後１年以内に、日本のALOS、カナダの
RADARSAT-II、ドイツのTerraSAR-Xなど、合成開口
レーダ（SAR）搭載衛星の打ち上げが予定されている
ので、全天候型のこれらの利用。

• 農業分野では、ハイパースペクトル型可視域センサ、
土壌水分計測を狙ったSAR搭載衛星が欧米で数年以
内に打ち上げ
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災害衛星の利用

• ALOS衛星（日本、打ち上げ９月予定）
• 国際Charterシステム
• esa（欧州宇宙機関）でも協働事業
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農業災害情報システム

• 農村振興局は特に農業災害（農地の地滑り、
斜面崩壊、洪水、地震、津波など）を扱うので、
情報分野で農業災害情報システムに力を入れ
て欲しい。土地改良部門も衛星データの災害時
提供の国際的枠組み災害charterを利用して欲
しい。

マルチ・プラットフォーム観測

• 新潟の中越地震では、航空機搭載型センサ、衛星センサ、
地上調査が災害の前後で継続的に行われている。

• インド洋津波でも、国際的な枠組みが広がりつつある。
（欧州、米国、国連）

• 災害調査については、マルチ・プラットフォームでの観測が
有効なことが実証されつつある。

• 農業利用では、北海道などで衛星利用が盛んだが、NDVI
値など単純な解析条件に適した場所でしか、農業分野で
実用化の目処はたっていない。
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農業関係ＧＩＳ整備事業

• 農林水産省内
• 大臣官房
• 経営局
• 生産局
• 農村振興局
• 林野庁
• 全国農業会議所（農業委員会）
• NOSAI(農業共済)
• 全農、生協、スーパー直販
• インターネット直販

農水省内
• 大臣官房情報課および農村振興局農村整備課

農地情報整備促進事業
• 農村振興局水利整備課

農地流動化支援水利用調整事業
• 経営局構造改善課

農地情報利用効率化対策事業 １／２５,０００ １／２,５００
• 林野庁

京都議定書のCO2吸収力算定の為の林班図 １／５,０００
• 生産局農産振興課

水田転作 水田情報管理システム
• その他の情報化関連事業
食の安全・安心のためのトレーサビリティ事業、流通構造改善
事業

• 農業情報関連研究の広報＝技会内で？
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• 全国農業会議所（農業委員会）
農地の賃貸借、転作調整のためにGISを整備して
いる。北海道などの一部地域でNOSAI、農協等と
共同情報システム化。

• NOSAI(農業共済)
契約圃場の管理、共済金支払いなどのために全
国各単位共済で、GISを導入。山口県が一番早い。

• 全農、生協、スーパー直販
有機認証に必要な圃場地図や直販流通で生産者
情報提供などにGISを一部で構築。

農業関連団体

農業生産法人等

• 有機農産物販売で、有機認証に地図が不可欠
• 有機農産物販売先のデータ入力で、圃場ごとの生産
履歴、出荷数量記録のデータベースへ入力作業が
発生

• 野菜などの出荷時期調整、翌年の生産量計画など
のために、圃場ごと、生産者ごと、気象条件ごと、肥
料農薬使用料ごとのデータマイニングを欲している。

• GIS初期投資が負担できない。補助金がもらえない。
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他省庁の動き

• 総務省 ユビキタス社会基盤整備

• 国交省 ユビキタス自立移動支援プロジェク
ト

• 経産省 g-contents事業、PI（位置情報標準
化）、

G-XML標準化事業

ＧＩＳ標準化の流れ

• OGCの標準化
• ISO/GML
• JIS/G-XML
• 経済産業省 Place Identifier

• ISO規格、JIS規格に農産物生産流通の問題点
を盛り込まないと、使いにくい規格で統一されてし
まう懸念
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商業GISソフトウエアの流れ

• レイヤーベースのGISが、COMベースのオブジェ
クト化対応（ArcGIS等）で、実質的なトポロジー暗
示方式転換

• 論理演算のみでは、GIS、R/S解析に壁。
距離演算、指標化、マイクロ波レーダで収集物
理量の変化、改めてAI、ニューラルネットの応用、
地上および航空機センサとの組み合わせ（3D指
向）、WWWとの連携
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Agri・g-contents構想
• 田畑、施設栽培の現場で使える技術＝生産履歴証明
などの農業生産近代化、精密農業などの農業機械分
野、農村活性化などの生活基盤整備＝が農業農村情
報の入り口

• 農産物の流通段階（トレーサビリティ）
• 獣疫情報（鳥インフルエンザ等）など食品安全
• 小売り段階、消費者の手に渡ったあとの後処理
• 各段階を、オブジェクト指向型位置情報付きデータ
（Agro g-contents)を流通させる情報空間を想定

• 情報空間を農業農村地域で展開しうるハードウエアソ
フトウエア一体化整備を「農業農村情報社会基盤整備
事業（仮称）」として行うことを提言する。

まずは

• 農業農村GISとして、土地改良区（水土里ネッ
ト）の持っている圃場図などをGML化して共用
できないか？

• 農村地域で似たような地図情報を持っている
農業委員会、農業共済などの情報と相互乗り
入れできる農村情報社会基盤にできないか？

• 農水省内部だけでも成果品を統一できない
か？（戦略的対応） 大臣官房の情報部門に
農業土木技術者を送り込めないか？

• 広報も一元的に！
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さらに

• OGCやISOの標準化作業、国内の標準規格
化作業に委員を送り込んで、農業分野の意見
を反映させられないか？

• 新しい農業の担い手である集落営農集団、農
業生産法人、株式会社を含めた組織、団体を
支援して、GIS化、データベース化促進するこ
とはできないか？（民間資本では初期投資が
大きすぎる）

さらに その２

• 農産物流通系システムと農家レベルの情報システ
ム統合は、音頭を取る必要がありそう。

• 建設CALSのように、施設の計画から発注、設計な
ど一貫した情報技術で共通化？

• 農産物貿易の国際化（FTAの拡大）に対応したト
レーサビリティに対応（経産省のトヨタのかんばん
方式の国際版に対応？）

• JAS規格でAgro g-contentsを規定できないか？
• 災害charter加盟に対応して、土地改良施設の災
害時衛星データ活用を積極的に進めては？
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経済産業省関係「LBCSデータ仕様
1.0(G-XML4.0)」の公開

• ｇコンテンツを簡単に、インターネットを介し、流通させるための仕様であ
る「LBCSデータ仕様1.0」を公開します。

JIS X7199の制定を契機として、インターネット環境を活用したGIS関連
の情
報流通が徐々に高まっています。特に携帯電話の世界では、GPS機能
付き携帯電
話の普及により、誰でも簡単に位置情報を扱える時代に突入しています。
一方、カーナビにおいても、通信型カーナビの推進、プローブカーの実
証実
験等、インターネットを用いた新しい事業展開を試みている。また、「ｇコン
テンツ流通推進協議会」においても、位置情報に関連した市場を顕在化
させる
ために様々な取り組みが行われています。
このような状況のなか、G-XMLで規定している地図とｇコンテンツが一
体化し
ている構造を大幅に見直し、ｇコンテンツを簡単に、インターネットを介し、
流通させるための仕様「LBCSデータ仕様1.0」を策定しました。


